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社会資本整備と経済成長

　本稿の目的は，日本の地域経済データをもとに，社会資本の整備が経済成長に与える影

響について実証分析を行うことである。一般的には，公共投資は社会資本ストックの形成

を通じて経済成長にプラスの影響を与えるものと考えられるが，（1）公共投資の配分が

硬直的で経済環境の変化に対応したものとなっていないために，公共投資が有効な社会資

本ストックの形成に結びついていない可能性があること，（2）地域経済の公共投資に対

する依存が，地域の自立的な発展に向けた取り組みを減退させる要因として働いている可

能性があること等を考慮すると，公共投資が経済成長に寄与しないか，あるいはむしろマ

イナスの影響を与えることも考えられる。

　そこで，本稿では，1960年から1988年までの46都道府県のデータをもとに，いわゆる

Barro regression（Barro（1991)）の枠組みを用いて，社会資本の整備が経済成長に与える

影響について実証分析を行なった。Barro regressionは，各国（地域）の経済成長率を，初

期時点の所得水準とその他の社会経済変数（教育水準，政治的安定性，政府の政策介入の

程度，金融深化の程度など)に回帰させて，経済成長に影響を与える社会経済要因を検証

するとともに，これらの要因をコントロールした場合に，初期時点の所得水準とその後の

経済成長率の間に新古典派成長モデルが想定するような負の相関がみられる（条件付き収

束（conditional convergence）が成立する）かを検証するものであるが，この社会経済要因

に社会資本整備に係る指標を加えれば，社会資本の整備が経済成長に有意な寄与をしてい

るか否かをみることができる。社会資本の整備状況に関する指標としては，フローの変数

である公共投資とストック変数である社会資本の整備水準があるので，本稿ではこの両者

を用いてそれぞれ推定を行い，両者のいずれを用いるかによって結論が異なるか否かを確

認した。また，社会資本には道路や港湾などのように経済活動の生産性向上に寄与するも

の（生産関連社会資本）と公園や下水道などのように住民の効用に直接影響を与えるもの

（生活関連社会資本）があり，両者が経済成長に与える影響は異なることが予想されるた

め，この両者の違いを考慮して分野別のデータによる推定も行なった。本稿の主な推定結

果は以下の通りである。

(1)  公共投資のデータを用いた推定では，公共投資が経済成長の促進に寄与していると

　  いう証拠は認められず，むしろ次第に経済成長にマイナスの影響をもたらすように

　  なってきたという推定結果が得られた。
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(2)　社会資本の集計データを用いた推定では，1960年代には社会資本が経済成長にプラ

　　スの影響を与えた可能性があるものの，総じて見るとやはり経済成長に対する有意な

　　寄与は認められなかった。社会資本の分野による性質の違いを考慮して推定を行なっ

　　た場合にも，推定結果に大きな違いは認められなかった。

　本稿の推定結果は，社会資本の整備が経済の生産性向上を図るという意味での効率性よ

りもむしろ地域間格差の是正という分配上の意図を反映して行われてきたことを示唆する

ものであり，高度成長期以降の公共投資政策の主な役割は，財政を通じて地域間の所得移

転を行うことにあったと結論づけられる。

Ⅰ．はじめに

　政府支出の効率化を考えるうえで，社会保障

とならんで重要なテーマは公共投資の効率化で

あろう。90年代入り後の景気低迷を受けて実施

された一連の景気対策においては，公共投資が

重要な役割を果たすことが期待されたが，公共

投資の拡大は必ずしも景気の順調な回復につな

がらず，近年ではその有効性に疑問が投げかけ

られている。

　公共投資の有効性については，従来，短期的

な需要面の効果（いわゆる乗数効果）に着目し

た議論がなされることが多かったが，それに加

えて中長期的な供給面の効果に焦点が当てられ

るようになってきたのが近年の議論の特徴であ

る。供給面を重視する議論がさかんに行われる

ようになった背景としては，公共投資の短期的

な有効性を認めるとしても，それが必ずしも中

長期的な経済の生産性向上に結びついていない

のではないか，公共投資が雇用対策などの分配

面を重視して行われるために，それがむしろ経

済の構造調整を遅らせる要因として作用してい

るのではないか，といった認識があることがあ

げられよう。そこで，本稿では，このような議

論を踏まえて，社会資本の整備が経済成長に与

える影響について，日本の地域経済データをも

とに実証分析を試みることにしたい。一般的に

は，社会資本の整備は経済成長にプラスの影響

を与えるものと考えられるが，それにもかかわ

らずここで改めて実証分析を行うのは，以下に

あげる理由によって，公共投資が経済成長に影

響を与えていないか，あるいはむしろマイナス

の影響を与えている可能性があるためである。

　実証分析が必要な理由のひとつは，公共投資

の配分の硬直性によるものである。戦後の日本

の公共投資政策は，急速な経済成長に比して立

ち遅れていた産業基盤の整備から，経済成長の

ひずみの是正のための生活基盤の整備へと，経

済の環境変化に応じて投資の重点の移行が図ら

れてきた。しかしながら，農業関連投資等一部

の公共事業に見られるように，社会的な必要性

の低下した事業に対する予算配分が既得権とし

て温存され，必要度の高い分野に対する投資が

必ずしも十分に行われていないとの指摘もなさ

れている。このように，公共投資が経済環境の

変化に対応したものとなっていない場合には，

公共投資が有効な社会資本ストックの形成につ

ながらず，経済成長に対する寄与が限定的なも

のにとどまる可能性がある。

　もうひとつの理由は，地域経済の公共投資に

対する依存が経済成長にマイナスの影響を与え

ている可能性があるためである。公共事業に

は，社会資本ストックの形成とならんで，地域

の雇用確保のための手段という側面があり，と

りわけ地方圏ではこの面が重視される。実際，

地方圏においては，県内総生産に対する公共投



社会資本整備と経済成長

- 3 -

資の比率が1割を超えている地域もあり，公共

事業自体が地域の基幹産業となっているケース

も多い。このような地域経済の公共事業に対す

る依存は，地方公共団体や建設業等を中心に，

公共事業の獲得を目指した活動に対する資源の

投入を増加させるとともに，地域の自立に向け

た取り組みを減退させるという問題を惹起し，

むしろ地域経済の成長を阻害する要因として働

いている可能性もある1)。

　これらの点を考慮すると，公共投資が社会資

本ストックの形成を通じて経済成長にプラスの

影響を与えてきたと先験的に結論づけることは

できず，社会資本の整備が経済成長にどのよう

な影響を与えてきたのかは実証分析によって検

証すべき課題ということになる。

  本稿の次節以降の構成は以下のとおりである。

まず，第Ⅱ節では，この分野の先行研究につい

て概観し，論点整理を行う。次に，第Ⅲ節と第

Ⅳ節では，中里（1999）で行なった分析を拡張

し，社会資本整備と経済成長の関係についてよ

り詳細な分析を試みる。第Ⅴ節は本稿の結論部

分である。

Ⅱ．先行研究

　公共投資（社会資本）が経済の供給面に与え

る影響について分析する方法としては，社会資

本を生産要素として含む生産関数を推定するア

プローチといわゆるBarro  reg ress i on（Barro

（1991)）の説明変数に社会資本に関する変数

を加えて推定を行うアプローチがある。

Aschauer（1989）の研究を契機としてさかんに

行われるようになった社会資本の生産力効果の

分析は，社会資本を生産要素として含む生産関

数を推定することにより，社会資本の限界生産

性が有意にプラスになるか否かを検証するもの

である。日本を対象とした分析も数多く行われ

ており，全国の時系列データを用いた分析とし

て，岩本（1990)，三井・井上（1995）などが，

地域別（都道府県別）データを用いた分析とし

て浅子・坂本（1993)，浅子他（1994)，吉野・

中野（1994)，三井・竹澤・河内（1995)，岩本

他（1996）などがある。本稿で対象とする地域

データを用いた分析においては，おおむねプラ

スの生産力効果が検出されているが，社会資本

の限界生産性は大都市圏において相対的に高

く，地方圏において低くなっており，公共投資

の配分に地域間格差の是正という所得分配上の

配慮がみられることが多くの研究において指摘

されている。

  社会資本の生産力効果に関する最近の研究の

流れは，社会資本を分野別に分類して，どのよ

うな分野の社会資本が高い生産力効果を持つか

という点について検討を行なっていることであ

る。社会資本には，道路や港湾などのように，

産業基盤として民間の経済活動の生産性向上に

寄与するもの（生産関連社会資本）と，公園や

下水道など住民の効用に直接影響を与えるもの

（生活関連社会資本）があることを考えれば，

このような社会資本の性質の違いをもとに分野

別の効果を分析することはごく自然な流れとい

えよう。日本の地域データを用いて分野別に社

会資本の生産力効果を推定した研究としては，

井田・吉田(1999)，吉野・中東（1999）があげ

られる。井田・吉田（1999）は，経済企画庁

（1986）で推計された都道府県別・分野別の社

会資本ストックを6分野に統合し，社会資本の

分野別生産力効果を推定している2)。これによ

れば，公共賃貸住宅と水道からなる生活型社会

1 )    この点については、榊原（1990)，河北新報社編集局（1998)，中里（1998)，産業構造審議会（1999）を参

　照のこと。

2)   井田・吉田（1999）における社会資本の分類は後掲の表4の通りである。
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3)　塩路（1999）における生産関連社会資本と生活関連社会資本の分類は後掲の表4の通りである。

資本と道路，港湾，航空，工業用水道からなる

産業型社会資本に高い生産力効果が認められる

一方，治山・治水と海岸によって構成される国

土保全型社会資本については生産力効果が認め

られないか，あるいはマイナスとなっており，

生産力効果を考えるうえで社会資本の分野によ

る性質の違いを考慮に入れる必要性が示唆され

る。

　公共投資（社会資本）が経済の供給面に与え

る影響を分析するもうひとつの方法は，いわゆ

るB a r r o  r e g r e s s i o nを用いるアプローチであ

る。Barro regress ionは，各国（地域）の経済成

長率を，初期時点の所得水準とその他の社会経

済変数（教育水準，政治的安定性，政府の政策

介入の程度，金融深化の程度など）に回帰させ

て，経済成長に影響を与える社会経済要因を検

証するとともに，これらの要因をコントロール

した場合に，初期時点の所得水準とその後の経

済成長率の間に新古典派成長モデルが想定す

るような負の相関がみられる（条件付き収束

（conditional convergence）が成立する）かを

検証するものであるが，この社会経済要因に社

会資本整備に関する指標を加えれば，公共投資

（社会資本）が経済成長に有意な寄与をしてい

るか否かをみることができる。

　このアプローチによって公共投資が経済成長

に与える影響について分析を行なったものとし

て は ， 国 別 の デ ー タ を 用 い た も の と し て

Ea s t e r l y  a n d  R eb e l o（1993 )，Cann i n g，Fa y

a n d  P e r o t t i（19 9 4 )，M i l b o u r n e，O t t o  a n d

Voss（1997）などが，日本の地域データを用い

たものとして，森川(1997 )，塩路(1999)，中

里(1999)がある。Easter ly  and  Rebe lo（1993)

は，1960年から88年までの119ヶ国のデータを

用いて，対象期間中の公共投資が経済成長に与

える影響を推定し，運輸・通信部門の公共投資

が経済成長にプラスの寄与をしていることを示

している。また，M i l b o u r n e，O t t o  a n d  Vo s s

(1 997 )は，Ma n k i w，Ro m er  a n d  W e i1 (199 2)

の枠組みをもとに定常状態と移行過程のそれぞ

れにおいて公共投資が経済成長に与える影響を

分析している。これによれば，社会資本が定常

状態における経済の生産性に影響を与えている

という証拠は認められない一方，定常状態への

移行過程においては，公共投資が経済成長にプ

ラスの寄与をしていることが認められる。これ

らの分析は，マクロの公共投資額に着目したも

のであるが，Cann ing，Fay and Perott i(1994)

は社会資本の整備水準に関する個別の指標(電

話設置台数，発電能力，道路延長，鉄道延長

等)を用いて分析を行い，電話設置台数と発電

能力が経済成長率と有意なプラスの相関をもつ

ことを示している。

　社会資本と経済成長の関係について，日本の

地域データを用いて分析を行なった数少ない優

れた研究のひとつが塩路（1999）である。塩路

(1999)は1965年から90年までの，46都道府県の

データをもとに，初期時点の社会資本ストック

量が経済成長に与える影響を分析している。こ

の論文の特徴は，クロスセクションと時系列の

情報をともに利用して，動学パネルの手法を用

いて推定を行なっていることである。この推定

によれば，生産関連社会資本は経済成長にプラ

ス，生活関連社会資本はマイナスの影響を与え

ることが示されるが，推定結果は必ずしも安定

したものとなっていない3)。塩路（1999）は，

社会資本ストックに着目したものであるが，公

共投資に着目したものとしては中里（1999）が

ある。この論文では，1960年から88年までの46

都道府県のデータをもとに，対象期間中の公共

投資が経済成長に与える影響について分析を行

い，公共投資は経済成長の促進に有意な寄与を

していないことを示している。この推定結果

は，公共投資が有効な社会資本ストックの形成

に結びつかず，単に地域間の所得移転の手段と

して機能してきた可能性を示唆するものである

が，分野別の推定を行なっていないために，分

析の対象を生産関連社会資本に限った場合にも



社会資本整備と経済成長

- 5 -

この結論がなお妥当かという点については明ら

かになっていない。

　以上が主な先行研究の概要であるが，これら

の研究においてしばしば留意されている事項と

しては次のようなことがあげられる。ひとつは

政策決定の内生性に伴う同時性バイアスの問題

である。財政政策は各国（地域）の経済状況を

反映して内生的に決定されるため，政府支出と

所得水準（成長率）の間に相関が生じる可能性

があるが，この点を考慮せずに単純に最小2乗

法によって推定を行うと推定値にバイアスが生

じるおそれがある。とりわけ，日本の公共投資

政策については，地域間格差の是正という所得

分配上の配慮によって，所得水準の低い地域に

公共投資の重点的な配分が行われてきたため，

推定にあたってはこの同時性の問題に十分留意

することが必要である4)。

　分析にあたって留意すべきもうひとつの点

は，各分野の社会資本をその性質によって適切

に区分し，分野別に分析を行うことが必要だと

いうことである。井田・吉田（1999）や塩路

（1999）において示されているように，社会資

本が経済の供給面に与える影響は分野によって

かなりの差があるが，分野の区分をせずに集計

データで分析を行うとこの点が不明確になるこ

とから，可能な限り分野別の効果を分析するこ

とが望ましい5)。

　分析にあたって留意が必要なもうひとつの点

は，地域間のスピルオーバーの考慮である。あ

る地域における社会資本の整備は，輸送コスト

の低下等を通じて周辺地域に波及効果をもたら

す可能性がある。とりわけ，日本の都道府県

データを用いて分析を行う場合には地域間の近

接性が高いことから，推定にあたって波及効果

の有無を確認しておくことが必要であろう。

　以下では，これらの点を踏まえたうえで，中

里（1999）で行なった分析を拡張し，社会資本

の分野による性質の違いを明示的に考慮して，

社会資本の整備と経済成長の関係について実証

分析を行うことにする。

Ⅲ．公共投資と経済成長

　社会資本が経済成長に与える影響を分析する

場合には，フロー変数である公共投資に着目す

るアプローチとストック変数である社会資本の

整備水準に着目するアプローチがある。国別の

データセットを用いた分析では，データの制約

もあって公共投資のデータを利用した分析が行

われることが多いが，社会資本の整備は長期に

わたって継続的に実施され，懐妊期間の長い投

資であることから，過去の投資活動の成果であ

る社会資本ストックに着目して分析を行うこと

も重要であろう。そこで，本稿では主として社

会資本のストック量に着目して分析を行うこと

にするが，その分析に入る前に，本節では公共

投資が経済成長に与える影響について，中里

（1999）をもとに予備的考察を行なっておくこ

とにしたい。このような考察を行うのは，社会

資本整備の指標としてフロー変数である公共投

資額とストック変数である社会資本額のそれぞ

れを用いた場合に，両者が経済成長に与える影

響に違いがみられるのか否かを確認しておくた

めである6)。

4 )　岩本他（1996）は，社会資本の生産力効果の推定に伴う同時性の問題について，詳細な検討を行なってい

　る。
5 )　ただし，井田・吉田（1999）においても指摘されているように，分野を細分化すると多重共線性の問題から

　推定結果が不安定になるため，適切な統合が必要である。
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Ⅲ－１．推定方法とデータ

　本節では，Barro（1991）タイプの定式化に

よって，公共投資が経済成長に与える影響を分

析する。具体的な推定式は，

である。ここで，yit,yi,t－Tはそれぞれｉ都道府県

のｔ年，ｔ－Ｔ年における1人当たり県内総生

産， IGRATE iはｉ都道府県のｔ－Ｔ年からｔ

年までの公共投資率の平均値，NGRATEiはｉ

都道府県の周辺地域におけるｔ－Ｔ年からｔ年

までの公共投資率の平均値である。また，Ｘiは

当該地域の経済成長に影響を与えると考えられ

るその他の社会経済要因を表す変数であり，具

体的には民間投資率，高等学校等修了人口比率

及び大学等修了人口比率である。民間投資率は

ｔ－Ｔ年からｔ年までの平均値，高等学校等修

了人口比率と大学等修了人口比率は対象期間の

期首（ｔ－Ｔ年）の値を用いている。推定に使

用したデータの出所と作成方法は後掲の補論1

に記載してある。

　(1)式を推定するうえで注意しなければならな

いのは，公共投資の配分が政策的に決定される

内生変数であり，この点を考慮せずに単純に最

小2乗法で推定を行うと，推定値にバイアスが

生じるおそれがあるということである。日本の

公共投資政策は，地域間格差の是正を重要な政

策目標としており，この政策目標に基づいて所

得水準の低い地域に公共投資の重点配分がなさ

れてきたことから，この点を明示的に考慮して

推定を行うことが必要である。岩本他（1996）

において指摘されているように，公共投資政策

の内生性に対処する適切な操作変数を見つける

ことは難しいが，ここでは公共投資の配分に影

響を与えると考えられる要因について，推定の

対象とする期間の初期値を操作変数として用い

ることにより，同時性の問題を可能な限り回避

することにする。公共投資の配分に影響を与え

る要因としてまずあげられるのは，各地域の所

得水準である。また，公共投資の配分が政治的

な意思決定過程を通じて決定されることを考え

れば，各地域選出の与党議員の影響力も重要で

あるが，自民党議員の支持基盤に影響を与える

社会経済要因としては就業構造と人口の年齢構

成が重要である7)。そこで，以下の分析におい

ては，対象期間の初期時点における1人当たり

県内総生産，第1次産業就業者比率，老年人口

指数，第1次産業生産比率を操作変数として，

公共投資政策の内生性をコントロールすること

にする8)。これらのデータの出所と作成方法に

ついては後掲の補論1に記載してある。

　推定にあたって考慮しなければならないもう

ひとつの点は，社会資本の整備に伴う地域間の

スピルオーバーである。ある地域における社会

資本の整備は，立地環境や輸送費の変化などを

通じて周辺地域の成長に影響を与える可能性が

あるので，分析にあたっては，自地域だけでな

く，周辺地域における社会資本の整備状況も考

慮に入れて推定を行う必要がある。そこで，以

下では，(1)ある都道府県と県境を接する都道府

県をその都道府県の周辺地域とするケース，(2)

三井・竹澤・河内（1995）で「100㎞圏内社会資

本」を作成するのに用いられた地域を各都道府

6 )　社会資本ストックの陳腐化が，一般に想定される以上に速い場合には，社会資本の整備水準としてストッ

　ク額よりも公共投資額の方が重要な意味を持つ可能性もある。
7)　国政選挙に蔚ける自民党の得票率は，年齢別では年齢が高くなるにつれて，また，職業別では農林漁業従事

　者において高くなるという傾向がみられる。この点については石田（1963)，小林（1991）を参照のこと。
8)　推定の効率性を低下させないために，モデルの中の先決変数である高等学校等修了人口比率と大学等修了

　人口比率を操作変数に加えている。また，民間投資率については，内生性をコントロールするため，対象期間

　の期首（ｔ－Ｔ年）における民間投資率を操作変数に加えている。
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表1  公共投資と経済成長

県の周辺地域とするケースの2つを考え，この

それぞれのケースについて，(1)式に示したよう

に周辺地域の公共投資率を考慮に入れて推定を

行う。それぞれのケースにおける周辺地域の範

囲は補論2に掲げてある。

Ⅲ－２．推定結果

　推定結果は表1のとおりである。(1)と(2)は19

60年から70年までの期間を対象に推定を行なっ

た結果であるが，周辺地域としていずれのデー

タを用いた場合でも，公共投資は経済成長に有

意な影響を与えていない。1人当たり所得水準

の係数は，(1)においては有意でないが，(2)にお

いてはマイナスで有意になっており，地域間格

差の縮小（β－convergence）が認められる。

(3)と(4)は1970年から80年までの期間を対象に推

定を行なった結果である。これによると，自地

域の公共投資率は10％有意水準では有意に経済

成長にマイナスの影響を与えているのに対し，

民間投資率は5％有意水準で有意にプラスの影

響を与えている。1人当たり所得水準の係数は

マイナスで有意になっており，この期間につい

ても地域間格差の縮小が認められる。(5)と(6)は

1980年から88年までの期間について推定を行

なったものであるが，自地域の公共投資率の係

数は5％有意水準でマイナスになっている。こ

の期間については，民間投資の経済成長に対す

る寄与はみられず，地域間格差の縮小も認めら

れない9)。

　以上をまとめると，公共投資は経済成長の促

進に有意な寄与をしているとはいえず，むしろ

次第に経済成長にマイナスの影響を与えるよう

になってきたという推定結果が得られたことに

なる。

9)  日本における地域間格差の動向について包括的な分析を行なったBarro and Saia-i-Martin（1992）において

　も，1980年代については地域間格差の縮小傾向が認められないことが示されている。
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Ⅳ．社会資本と経済成長

　本節では，前節と同様の枠組みを用いて，社

会資本ストックが経済成長に与える影響につい

て分析を行うことにする。日本の都道府県を対

象にこの点に関する分析を行なった優れた研究

として塩路（1999）があるが，本稿では塩路

（1999）とはやや異なる定式化によって，社会

資本のストック効果を分析することにしたい。

塩路（1999）との相違点は表2のとおりである。

Ⅳ－１．データ

　都道府県別の社会資本ストックについては，

経済企画庁（1998）による推計があり，1955年

度から5年ごとに1990年度までと1993年度につ

いて，14部門からなる部門別ストック額のデー

タを得ることができる。14部門の内訳は，道

路，港湾，航空，公共賃貸住宅，下水道，廃棄

物処理，水道施設，都市公園，文教，治山，治

水，海岸，農業・漁業，工業用水道である。以

下では，最初に14部門の社会資本ストック額を

合計した集計データによる推定を行い，次に社

会資本の性質の違いを考慮して，各部門の社会

資本を生産関連社会資本と生活関連社会資本に

分類・統合したデータを用いて推定を行うこと

にする。

Ⅳ－２．集計データによる推定

　ここでは，第Ⅲ節で推定した(1)式の公共投資

率( I G R ATE，NGR ATE)を各対象期間の期首

における社会資本ストック額におきかえて，社

会資本と経済成長の関係を分析する。社会資本

ストックの変数としては，対県内総生産比の

データと人口1人当たりのデータのそれぞれを

用いて推定を行なったが，定性的な結論はほぼ

同じなので，以下では，対県内総生産比のデー

タを用いた場合の推定結果を報告する。推定に

使用したデータの出所と作成方法は後掲の補論

1に記載してある。

　1960年から70年までの期間を対象として推定

を行なった結果が表3の(1)～(3)に示されている。

これによると，社会資本ストックの係数はおお

むねプラスであるものの，隣接都道府県の社会

資本ストック額を用いた(2)において自地域の社

表2  推定方法の比較
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表3  社会資本と経済成長：集計データによる推定

なった結果が(7)～(9)である。この期間について

は，自地域の社会資本が(8)において5％有意水

準で有意にマイナスに転じている。その他の係

数については，いずれも有意でなく，この期間

については地域間格差の縮小も認められない。

　以上の推定結果をまとめると，1960年代には

社会資本が経済成長に寄与した可能性があるも

のの，総じて見れば社会資本が経済成長の促進

に寄与してきたという証拠は認められない。本

節の推定結果は，おおむね第Ⅲ節の推定結果と

同一の傾向を示しており，社会資本整備の指標

としてフローの変数である公共投資とストック

変数である社会資本のいずれを用いても，結論

に大きな違いは認められないことが確認された。

Ⅳ－３．分野別データによる推定

　前節までの分析では，公共投資と社会資本ス

トックのいずれも経済成長に有意な寄与が認め

られないという結果が得られたが，この結果に

は一定の留保が必要である。社会資本には道路

や港湾などのように経済活動の生産性向上に寄

与するもの（生産関連社会資本）と公園や下水

道などのように住民の効用に直接影響を与える

もの（生活関連社会資本）があり，両者が経済

成長に与える影響は異なることが予想されるた

め，両者の違いを考慮しない前節までの分析で

は結論が不明確になっている可能性があるから

会資本ストックが5％有意水準で有意であるほ

かは有意ではない（ただし，1人当たり社会資

本ストック額のデータを用い，隣接都道府県の

社会資本ストックを考慮して推定を行なった場

合には，自地域と周辺地域の社会資本ストック

の係数がともにプラスで有意となっており，こ

の期間については社会資本が経済成長に寄与し

た可能性が必ずしも否定できない)。人的資本

の寄与については，大学等修了人口比率の係数

が有意にプラスになっている。また，民間投資

率の係数も有意にプラスになっており，この期

間においては人的資本の蓄積と民間投資が経済

成長に寄与していた可能性がうかがわれる。1

人当たり所得水準の係数はいずれも1％有意水

準で有意にマイナスであり，地域間格差の縮小

が確認できる

　(4)～(6)は1970年から80年までの期間を対象に

推定を行なった結果である。この期間について

は，社会資本ストックの係数がマイナスに転じ

ているが，いずれも有意ではない。大学等修了

人口比率の係数がマイナスに転じる一方，民間

投資率は依然として経済成長率と有意なプラス

の相関を示している。この期間についても，1

人当たり所得水準の係数はいずれも有意にマイ

ナスであり，やはり地域間格差の縮小が確認で

きる。

　1980年から88年までの期間を対象に推定を行
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表4  社会資本の分野別分類

である。そこで，本節では，経済企画庁（1998）

で推計された14部門の社会資本を分野別に分類

・統合して，分野別社会資本の効果を分析する

ことにしたい。

　分野別の効果を分析するうえでまず問題とな

るのは，部門別の社会資本をどのように統合す

るかという点であるが，日本の地域データを用

いた生産力効果等の分析においては，表4のよ

うな分類・統合が行われている。本節では，井

田・吉田（1999）の3分類及び塩路（1999）と同

様に道路，港湾，航空，工業用水道の各ストッ

ク額の合計を生産関連社会資本，公共賃貸住

宅，水道施設，下水道，廃棄物処理，都市公

園，文教の各ストック額の合計を生活関連社会

資本として，分野別社会資本ストックのデータ

を作成する。以下の推定ではまず自地域と周辺

地域のそれぞれについて，生産関連社会資本と

生活関連社会資本のストック額を算出し，これ

を生産関連社会資本については当該地域の県内

総生産で，生活関連社会資本については県内総

生産あるいは県内総人口で規準化して，これら

が経済成長に与える影響を前節と同様の枠組み

によって推定する。

　推定結果は表5～表7のとおりである。表5

の(1)～(3)は，1960年から70年までの期間を対象

とし，生産関連社会資本と生活関連社会資本を

ともに県内総生産で規準化して推定を行なった

結果である。これによると，自地域の生産関連

社会資本の係数はプラス，生活関連社会資本の

係数はマイナスになっているものの有意ではな

い。これに対し，大学等修了人口比率と民間投

資率の係数はいずれもプラスで有意である。ま

た，1人当たり所得水準の係数はマイナスで有

意になっており，地域間格差の縮小が認められ

る。(4)～(6)は生活関連社会資本を県内総人口で

規準化して推定を行なった結果であるが，定性

的には(1)～(3)とほぼ同様の結果となっている。

　表6は1970年から80年までの期間を対象に推

定を行なった結果である。この期間について

は，自地域の生産関連社会資本の係数の符号が

マイナスに転じており，5％有意水準で有意と

なっている。自地域の生活関連社会資本と周辺

地域の社会資本については，係数の符号が変化

しているものもあるが，いずれも有意ではない。

この期間についても民間投資率はいずれもプラ

スで有意であり，1人当たり所得水準の係数は

マイナスで有意である。

　表7の(1)～(3)は1980年から88年の期間を対象

とし，生産関連社会資本と生活関連社会資本の

いずれについても県内総生産で規準化して推定

を行なった結果である。この期間については，

自地域の生活関連社会資本についても符号がマ

イナスとなっており，5％有意水準で有意と

なっている。周辺地域の社会資本については，

隣接都道府県の生活関連社会資本の係数がプラ

スで有意となっているが，それ以外は有意とな

っていない。この期間については，1人当たり

所得水準の係数が有意でなくなっており，集計

データを用いた場合と同様に地域問格差の縮小

傾向が認められなくなっている。(4)～(6)は1980
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表5  社会資本と経済成長：分野別データによる推定（1960年～70年）

表6  社会資本と経済成長：分野別データによる推定（1970年～80年）
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表7  社会資本と経済成長:分野別データによる推定(1980年～88年)

年から88年の期間を対象とし，生活関連社会資

本について県内総人口で規準化して推定を行

なった結果である。この推定結果では，(4)にお

いて自地域の生活関連社会資本の係数が5％有

意水準で有意にマイナスとなっている。隣接都

道府県の生産関連社会資本の係数は(2)と同様に

マイナスとなっており，しかもこの推定では

1％有意水準で有意となっている。一方，隣接

都道府県の生活関連社会資本の係数は(2)と同様

に有意にプラスである。1人当たり所得水準の

係数は，これらの推定では有意にプラスとなっ

ており，地域間格差はむしろ拡大しているとい

う推定結果が得られた。この期間については，

生活関連社会資本の規準化を県内総生産と県内

総人口のいずれで行なった場合にも，民間投資

率の係数が有意でなくなっており，民間投資の

経済成長に対する寄与は認められなくなってい

る。

  このように，社会資本の性質の違いを考慮し

て分野別に推定を行なった場合にも，ごく一部

を除き社会資本ストックが経済成長に寄与して

いるという証拠は認められず，むしろ場合に

よっては初期時点の社会資本ストック量とその

後の経済成長率の間にマイナスの相関が認めら

れる。分野別のデータを用いた推定結果は，総

じてみると，集計データを用いた場合の推定結

果と定性的にほぼ同じものとなっている。
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Ⅴ．結論

　本稿では，日本の都道府県データをもとに，

社会資本の整備が経済成長に与える影響につい

て実証分析を行なった。社会資本の整備状況に

関する指標としては，フロー変数である公共投

資とストック変数である社会資本の整備水準が

あるが，いずれの指標を用いた場合にも，総じ

て見ると，社会資本の整備が経済成長に有意な

影響を与えているという証拠は認められなかっ

た。社会資本の分野による性質の違いを考慮し

て推定を行なった場合にも，結論は同様であっ

た。

　この推定結果は，公共投資が有効な社会資本

ストックの形成に結びつかず，単に地域間の所

得移転の手段として機能してきた可能性を示唆

するものであるが，引き続き検討すべき課題も

残されている。経済成長に寄与すると考えら

れる産業基盤としては，本稿で生産関連社会資

本に分類した道路や港湾などのほかに，鉄道

や情報・通信関連施設があるが，データの制約

からこれらは分析対象に取り入れられていな

い10)。また，本稿で対象とした生産関連社会資

本の中では道路が大きなウェイトをしめている

が，道路の中には市町村道等むしろ生活関連社

会資本に分類するのが適切なものも含まれてお

り，本来であればこれらは分けて分析すること

が望ましい。利用可能なデータの制約等もあ

り，分野別社会資本ストックのデータを実態に

合った形で作成することは必ずしも容易でない

が，所要の改善を図り，より正確な結論が得ら

れるよう，今後ともなお引き続き検討を行なっ

ていくこととしたい。

(1)  IGRATE（公共投資率（自地域)）

　　 IGRATEは，各都道府県の公共投資額の

　 県内総生産に対する比率（対象期間中の平均

　 値）であり，対象期間中の公的総固定資本形

　 成（一般政府分）の累計額を県内総生産の累

　 計額で割ることにより算出した。公的総固定

　 資本形成と県内総支出のデータは，1960年か

　 ら74年までは『長期遡及推計県民経済計算報

　 告（昭和30年～昭和49年)』（経済企画庁）に

　 より，1975年から88年までは『平成3年版

　 県民経済計算年報』（経済企画庁）によった。

　 これらのデータはいずれも1980暦年価格の実

　 質値である。

(2)　NGRATE（公共投資率(周辺地域)）

　　 NGRATEは，各都道府県の周辺地域にお

　 ける公共投資額の県内総生産に対する比率

　 （対象期間中の平均値）であり，周辺地域に

　 おける対象期間中の公的総固定資本形成（一

　 般政府分）の累計額を県内総生産の累計額で

　 割ることにより算出した。データの出所は

　 IGRATEと同様である。

(3)　IPRATE（民間投資率）

　　 IPRATEは，各都道府県の民間投資額の県

　 内総生産に対する比率（対象期間中の平均

　 値）であり，対象期間中の民間企業設備投資

1 0 )　経済企画庁（1998）では、民営化以前の旧日本国有鉄道（現JR各社）と旧日本電信電話公社（現NTT各

　社）について、全国ベースのストック額の推計は行われているが、都道府県別の推計が行われていないため、

　データが利用可能でない。

補論1  各変数の定義とデータの出所
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の累計額を県内総生産の累計額で割ることに

より算出した。データの出所は IGRATEと同

様である。

(4)　LGDPPC（1人当たり県内総生産）

　　 LGDPPCは，各都道府県の1人当たり県

　 内総生産の対数値であり，対象期間の期首に

　 おける県内総生産を県内総人口で割ることに

 　より算出した。総人口のデータは『国勢調

　 査』（総務庁）によった。

(5)　PRIM（第1次産業就業者比率）

　　 PRIMは，対象期間の期首における各都道

　 府県の第1次産業就業者比率であり，『国勢

　 調査』(総務庁)における第1次産業就業者

　 数を全就業者数で割ることにより算出した。

(6)　AGED（老年人口指数）

　   AGEDは，対象期間の期首における各都道

　 府県の老年人口指数であり，『国勢調査』（総

　 務庁）における老年人口（65歳以上人口）を

　 生産年齢人口（15歳～64歳人口）で割ること

　 により算出した。

(7)　PRIMY（第1次産業生産比率）

　　 PRIMYは，対象期間の期首における各都

　 道府県の第1次産業生産比率であり，『県民

　 経済計算年報』（経済企画庁）における第1

　 次産業の総生産額を県内総生産で割ることに

　 より算出した。

(8)　LSEC（高等学校等修了人口比率）

　 　LSECは，対象期間の期首における各都道

　 府県の「高等学校・旧制中学校卒業者」（最

　 終卒業学校が高等学校・旧制中学校等である

　 者）と「短期大学・高等専門学校卒業者（最

　 終卒業学校が短期大学・高等専門学校等であ

　 る者）の合計が15歳以上人口にしめる割合の

　 対数値であり，データは『国勢調査』（総務

　 庁）によった。

(9)　LHIGH（大学等修了人口比率）

　　 LHIGHは，対象期間の期首における各都

　 道府県の「大学・大学院卒業者」の15歳以上

　 人口にしめる割合の対数値であり，データは

　 『国勢調査』（総務庁）によった。

(10)　社会資本ストック（集計データ）

　　  社会資本ストック（集計データ）は，経済

　  企画庁（1998）の「都道府県別主要部門別社

　  会資本ストック額」から得られる14部門の社

　  会資本ストック額を都道府県ごとに集計した

　  ものである。推定にあたっては，このストッ

　  ク額を当該地域の県内総生産あるいは県内総

　  人口で基準化した計数を用いている。

(11)　生産関連社会資本ストック

　　　生産関連社会資本ストックは，経済企画庁

　  （1998）の「都道府県別主要部門別社会資本

　  ストック額」のうち道路，港湾，航空，工業

　  用水道の4部門の社会資本ストック額を都道

　  府県ごとに集計したものである。推定にあ

　  たっては，このストック額を当該地域の県内

　  総生産あるいは県内総人口で基準化した計数

　  を用いている。

(12)　生活関連社会資本ストック

　　  生活関連社会資本ストックは，経済企画庁

　  （1998）の「都道府県別主要部門別社会資本

　  ストック額」のうち公共賃貸住宅，水道施

　  設，下水道，廃棄物処理，都市公園，文教の

　  6部門の社会資本ストック額を都道府県ごと

　  に集計したものである。推定にあたっては，

　  このストック額を当該地域の県内総生産ある

　  いは県内総人口で基準化した計数を用いてい

　  る。
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ケース1：隣接都道府県

北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
干葉
東京
神奈川
新潟
富山
石川
福井
山梨
長野
岐阜
静岡
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島

岩手
青森
岩手
青森
宮城
宮城
福島
福島
福島
茨城
茨城
埼玉
東京
山形
新潟
富山
石川
埼玉
群馬
富山
神奈川
長野
岐阜
福井
福井
京都
京都
三重
三重
兵庫
鳥取
兵庫
鳥取
島根
香川
徳島
徳島
徳島
山口
福岡
佐賀
福岡
福岡
熊本
熊本

群馬

長野
東京

長野

静岡
山梨
愛知

奈良

兵庫

都道府県 周辺地域

秋田
宮城
秋田
岩手
秋田
山形
栃木
茨城
栃木
栃木
埼玉
千葉
山梨
福島
石川
福井
岐阜
東京
埼玉
石川
山梨
岐阜
愛知
岐阜
三重
兵庫
大阪
京都
大阪
島根
広島
鳥取
島根
広島
愛媛
愛媛
香川
愛媛
佐賀
長崎

大分
熊本
大分
宮崎

秋田
山形
宮城
福島
茨城
埼玉
群馬
埼玉
群馬
東京
神奈川
静岡
群馬
長野
岐阜
滋賀
神奈川
新潟
福井
長野
静岡
滋賀
三重
滋賀
奈良
鳥取
大阪
奈良
岡山
山口
広島
岡山
福岡
高知

高知

熊本

宮崎
宮崎
鹿児島

新潟

山梨

岐阜
三重

和歌山

奈良

福島
山形
新潟
栃木
千葉
埼玉
新潟
千葉

山梨

富山
岐阜

京都
長野
富山
長野
愛知
三重
京都
京都
大阪
和歌山
岡山
和歌山

広島

山口

大分

鹿児島

長野

静岡
滋賀

愛知

補論２　周辺地域の範囲
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ケース2： 100km圏内(三井・竹澤・河内(1995))

都道府県 周辺地域
北海道
青森
岩手
宮城
秋田
山形
福島
茨城
栃木
群馬
埼玉
千葉
東京
神奈川
新潟
富山
石川
福井
山梨
長野
岐阜
静岡
愛知
三重
滋賀
京都
大阪
兵庫
奈良
和歌山
鳥取
島根
岡山
広島
山口
徳島
香川
愛媛
高知
福岡
佐賀
長崎
熊本
大分
宮崎
鹿児島

秋田
山形
岩手
宮城
宮城
栃木
茨城
栃木
茨城
茨城
栃木
埼玉

石川
富山
石川
群馬
群馬
福井
山梨
岐阜
岐阜
岐阜
三重
三重
滋賀
三重
大阪
岡山

鳥取
山口
広島
兵庫
岡山
広島
香川
佐賀
福岡
佐賀
福岡
熊本
鹿児島
宮崎

福島

福島
山形
埼玉
群馬
埼玉
栃木
埼玉
群馬
千葉

長野
福井
岐阜
埼玉
富山
愛知

三重
愛知
愛知
滋賀
滋賀
京都
滋賀
兵庫

徳島
愛媛

和歌山
徳島
高知
愛媛
熊本
長崎
熊本
佐賀

干葉
埼玉
東京
群馬
東京
埼玉
東京

東京

三重

滋賀
滋賀
三重
大阪
京都
大阪
京都
奈良

香川

岡山
高知

熊本

長崎

東京
山梨
干葉
神奈川
千葉

静岡

滋賀

京都
京都
兵庫
兵庫
奈良
大阪
徳島

香川

大分

長野
東京

神奈川

大阪
大阪
奈良
奈良
和歌山
兵庫

神奈川

山梨

奈良
兵庫

和歌山
徳島
和歌山

山梨

奈良
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